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令和３年度 液化石油ガス法に係る北海道の指導保安業務の方針

経済部環境・エネルギー局環境・エネルギー課

１ 道内のＬＰガス保安の現状と課題

(1) 道内のＬＰガス事故

令和２年の道内事故件数は、２０件(全てＣ級)であり、前年比６件の減少となった。このう
ち１１件については、容器の盗難によるもので、盗難を除くと９件のＬＰガス事故が発生した

が、前年３件あった雪害の発生はなかった。
盗難を除く事故原因は、「販売事業者、保安機関、充てん事業者、設備工事業者（以下、「販

売事業者等」という。）のミス」が１件、「一般消費者等の取扱いのミス」が３件、その他の自

然現象が１件、原因者が特定できない事故が４件であった。
なお、９件の事故種別は、漏えいが６件、漏えい火災が２件、漏えい爆発が１件となってお

り、人的被害はなかったものの、一般消費者等の安全安心の確保の観点から、更なる法令遵守
の徹底と自律的な保安確保に向けた点検業務などの活動が求められる。

(2) 保安レベルの向上
「販売事業者等のミス」による事故の１件は、メーター交換時の施工不良による漏えい事故

であり、事前の確認と確実な作業、適切な事後の確認を行えば、防ぎ得たものと考えられる。
販売事業者等は自主保安の趣旨を踏まえ、事故につながるおそれのある作業を行う際には、

手順を確認しクロスチェックを行うなど保安レベルの向上を図る必要がある。

また、ＬＰガス販売事業者は、中小零細規模が多い上、高齢化、後継者不足という問題を抱え
ている。道内においても同様の状況で、このような中小零細事業者からの営業譲渡が増加して

いることから、営業譲渡の際に、適切な保安対策がなされるよう留意する必要がある。

(3) 一般消費者等の保安意識の向上

「一般消費者等の取扱いのミス」による事故は、３件と前年と同数であり、販売店からの文書
配布や消費設備調査時に注意喚起するなど、引き続き一般消費者等の保安意識の向上に努める

必要がある。
雪害事故は、発生しなかったものの、引き続き、降雪期に入る前の供給設備の点検のほか、

一般消費者に対する文書配布などにより、消費者自らが適切な落雪対策を講じたり、除排雪の

際には設備を破損させないよう注意喚起するなど雪害防止を促進することが重要である。
また、販売店においても雪害を受けやすい場所の設備や老朽化している設備については、計

画的に容器設置位置の変更や設備の更新を検討する必要がある。

(4) バルク供給システム

バルク供給システムでは、令和２年に事故は発生していないが、火災が起きた場合には大事
故になる可能性があり、常に点検マニュアルや作業手順を見直すとともに、作業者に浸透させ、

法令遵守だけでなくバルクの構造や最新の作業手順を、習得させることが必要である。

２ ＬＰガス保安に係る基本方針

ＬＰガス販売事業者等に対しては、産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会液化石油
ガス小委員会が策定した「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」を基本とするとともに、道内

の現状と課題を踏まえ特に次の事項に留意して指導することとする。

(1) 自主行動計画の策定とリスク管理の徹底
保安確保に向けた自主行動計画を策定し、組織的で事業所が一体となった体制とし、ダブルチ

ェックやＰＤＣＡサイクル（計画、実施、点検・評価、改善・処置）による管理を行うこと。
また、販売事業者は保安業務を保安機関に任せきりにせず、自ら一般消費者等に対して、消費

設備の適切な把握と安全器具の設置や安全装置付き燃焼器具の使用を勧めるなど、保安向上に取
り組める体制となるよう販売所を設置し、業務主任者による取組を進めること。
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(2) バルク貯槽等の２０年検査への対応
販売事業者の責務とされる２０年検査について、高圧ガス保安法を含め改正された規則、告示、

技術基準等について確認するとともに、消費調整や仮設工事、検査事業所への運搬など多岐にわ

たる調整が必要になることから、事前に十分な期間をとって、計画的に進めること。
また、バルク貯槽の搬出作業時における安全性を向上させるため、販売事業者等は、充てん

事業者との連絡を密に取り合いながら、工事日までに計画的な消費調整を行うことにより、バ
ルク貯槽内の残留ガスをできる限り減らすよう努めること。

(3) 保安レベルの向上及びＬＰガス販売事業者等の義務の再認識

保安機器の設置率の向上や集中監視システム導入を積極的に進め、保安レベルの底上げを図る
こと。また、第二号認定ＬＰガス販売事業者（保安認定事業者）の認定について検討すること。
販売事業者は、保安業務を委託している場合であっても、保安機関に対して、保安業務の実施

状況について確実に確認を行うこと。また、保安機関は、保安業務を実施するとともに、その結
果を確実に委託元である販売事業者に通知すること。

(4) 法定点検等の着実な実施
法定点検等については、業務主任者のみならず、販売事業者として組織全体で計画・実施を

管理することが必要である。
実施に際し、消費者の都合により点検等が不可能な場合には、家庭訪問と連絡等を繰り返し

行い、対面拒否された場合や、不在連絡票を入れた場合等の記録も保管するとともに、マイコ
ンメーターの表示確認のほか、販売事業者として取りうる限りの措置を実施し、その記録も保

管すること。
また、点検調査日時を事前に連絡し都合の良い日を設定したり、前回と別の曜日に再訪問を

行うことで訪問時に不在である確率を減らすための対策をとるなど、自主保安の趣旨に鑑み、

一層の保安確保策を講ずること。
さらに、国の「供給設備、消費設備及び特定供給設備に関する技術基準等の細目を定める告示」
において、平成２９年の一部改正により使用が禁止された「安全アダプター」、「両端迅速継手
付ゴム管」、「両端迅速継手付塩化ビニルホース」及び「両端ゴム継手付塩化ビニルホース」に

関し、できる限り早期の撤去又は法令適合製品への取替えを一般消費者等に周知するとともに、
告示における経過措置期間である令和４年４月１日までに確実に同製品が使用されることのない
よう適切に措置を講ずること。なお、両端迅速継手付ゴム管等は、ガスストーブでの使用など、
冬季のみに使用されているケースがあることから、消費設備調査等の需要家接点の機会を捉え、
一般消費者等に使用の実態を確認すること。

(5) 経年劣化対策等
供給設備・消費設備やガス漏れ警報器等については、設置環境や使用状況により個々に劣化

の進行が異なり、また、点検・調査を行っても、その後の安全を保証するものでないため、保
安確保機能が確実に発揮されているか常に点検し、保安上の問題が発生する可能性がある場合

には、確実に交換を行うこと。
老朽化したガス消費機器や安全装置が付いていないガス消費機器などが消費者の所有するも

のであるときは、消費者の理解を得ながら交換を勧めること。
特に公共施設においては、予算の都合などの理由により取替が行われていない事例が多くあ

ると指摘されており、改善が必要な消費機器があった場合は、施設管理者に確実に、且つ十分

に周知すること。

(6) 一般消費者等に起因する事故の防止対策

一般消費者等に起因する事故等を防止するため、ＬＰガスの特性や燃焼器具の操作などの適
正な取り扱いについて、十分に周知すること。特に誤開放による事故が発生していることから

「ガス栓カバー」の普及に努めること。

(7) 雪害の未然防止

屋外設置のガス設備については設置場所の適切な選択を行い、雪害のおそれがある場合は移
設や落雪対策を講ずること。
また、雪害を受けやすい場所の配管等で老朽化の著しい設備については、計画的に設備更新

等を検討すること。
さらに、一般消費者等に対して、落雪被害を受ける可能性のある危険箇所の改善や除排雪の
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際の注意について、シーズン前から説明を行い、改善を勧めるなど、消費者の保安意識の向上

を図ること。

(8) ＣＯ中毒事故防止対策

ア 排気筒の健全性の確認、ＣＯ濃度測定の励行とともに、不完全燃焼防止装置付き燃焼器具
への交換が必要なものについては速やかに対処すること。

イ 不完全燃焼防止装置付き燃焼器具への交換が必要な機器の設置場所の実態を把握し、一般
消費者等の理解を得ながら交換を行うこと。
ウ 密閉式及び屋外式以外のもの、又は立ち消え時及び不完全燃焼時の安全装置がついていな

いものに係る湯沸器・ふろがまの法定周知期間については、１年に一回以上であることから
適切に実施すること。

エ 長期間使用されていない家屋等は、入居前に排気筒の点検を実施すること。

(9) 業務用厨房等におけるＣＯ中毒事故防止対策

業務用厨房機器には安全装置が付いてないものが多く、また、複数の消費器具を複数の者が
使用するなど、管理が行き届いていない事例も見受けられ、一度の事故で多数の被害者が発生

することから、業務用厨房関係者に対し、換気が十分行われないと不完全燃焼を起こしＣＯが
発生するメカニズム等について注意事項をまとめたパンフレットを配布するなど、消費設備の
取扱の注意事項を十分周知するとともに、万一の不完全燃焼に備えてＣＯ警報器等の安全器具

の設置や安全装置付き燃焼器具の使用を勧めること。

(10)埋設管事故防止対策

ア 埋設管の腐食測定及び漏えい試験を実施するなど、維持管理を確実に実施すること。
イ 埋設管の漏えい検知装置等の安全装置の設置を推進すること。

ウ 腐食防止措置が行われていない埋設管や不具合が発生した埋設管は、その状況に応じ「埋
設管の露出管化」、「ポリエチレン管等耐腐食性管への交換」、「電気的絶縁継手の設置」等の

措置を実施すること。
エ 埋設管管理台帳の整理を行うこと。

(11)漏えい爆発事故防止
供給設備については、期限管理の徹底やマイコンメーター(耐震遮断機能付き)を設置するな

ど、その機能の維持管理に十分注意を払うこと。

特にバルク供給システムの事故は、大事故になる可能性が高いことから、最新の作業マニュ
アルを習得し、作業手順の確認を行い事故発生防止の徹底を図ること。

消費設備については、ヒューズガス栓、ガス漏れ警報器などの安全器具設置について、消費
者の理解を得ながら推進すること。

(12)質量販売に係る事故防止
屋外で移動して消費する者への質量販売については、消費状況の把握が困難な場合もあるこ

とから、引渡時の調査や周知を確実に行うこと。
ＦＲＰ容器に係る安全対策については、国において、引き続き調査検討中であるため管理を

確実に行える体制を整えてから導入すること。

(13)容器交換時の保安確保

交換した容器のみでなく、長期にわたり交換されない予備側容器において腐食による漏洩事
故も発生していることから、法定項目及び自主項目の確実な点検を実施すること。

(14)容器盗難防止対策
一般消費者等に容器盗難に関する注意を促すとともに、個々の状況に応じた盗難防止策を講

ずること。

特に、空家や地区集会所など入居者不在の建物、入院等により長期不在となった住宅におい
て盗難事故が多いことから、容器の回収を含めた盗難防止対策を実施すること。

(15)液化石油ガス設備士の再講習等
設備士免状所持者全員に法定の再講習を受講させること。

今後とも設備士免状を使用しない場合は、自主返納を勧めること。
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(16)保安教育の徹底
保安教育計画は年度当初に立て、事故事例等に応じ適宜保安教育を実施し、その記録を保存す

ること。

また実施に当たっては、標準作業マニュアルを作成する等、作業手順の再確認及び徹底を図る
とともに、定められた作業の意味を理解し、的確に実施できる自主保安力の向上を図るよう行う
こと。特に、新入社員に対しての保安教育をより徹底すること。

(17)営業譲渡時の保安業務の確実な実施
営業の譲受は、一時期に集中して液石法１４条書面交付や供給開始時点検・調査等を実施す

る必要が生じるため、人員の確保や実施日数等を適切に判断して行うこと。また、点検等の結

果、技術基準に不適合のものがあれば、速やかに改修すること。

(18)緊急時・事故発生時の対応

事故・災害が発生したときに速やかに対処するための体制づくりを行うとともに、緊急時は
その対応を確実に行うこと。
加えて、事故原因の究明と再発防止策を徹底的に実施し、他の関係者にも情報提供し、連携、

協力しながら類似事故の防止に努めること。
また、大規模災害時は「北海道ＬＰガス災害対策協議会」と連携の下、地域内の販売事業者を

はじめ関係者が一致協力して保安の確保に当たること。

(19)事故の報告
事故の際には、事故発生場所を所管する総合振興局、振興局又は札幌市消防局へ直ちに報告

するとともに、高圧ガス保安法に基づく事故届を提出すること。

さらに、特定消費設備に係る事故の場合は、販売事業者から北海道産業保安監督部
(011-709-8346、080-5471-7195）に直ちに報告すること。

３ ＬＰガスの取引の適正化に係る基本方針

平成２９年の液石法省令等改正により、ＬＰガス販売事業者が自己の費用負担により設置した
設備の費用を液化石油ガス料金に含めて一般消費者等に請求する場合は、法第１４条に定める書

面に記載する必要があることが明確化されたことから、漏れのないよう確実に記載すること。
また、一般消費者等に対して液化石油ガスの供給に関する料金その他の一般消費者等の負担と

なるものを請求するときには、その都度、一般消費者等にその算定根拠を通知することとされた
ので確実に実施すること。
さらに、同年に制定された「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針」は、標準的な

料金メニュー等の公表、１４条書面交付時の説明、料金を変更する際の事前通知、苦情及び問合
せへの適切かつ迅速な処理など、販売事業者が取り組むべき事項としてまとめられたものである
ことから十分に留意すること。

４ 道の対応

(1) ＬＰガス事故

ＬＰガス事故（充てん容器及び残ガス容器の喪失・盗難を含む）の際は、高圧ガス保安法第
６３条及び北海道液化石油ガス関係事故措置要綱により対処する。

(2) 立入検査等
「液化石油ガス法の手引き１１(立入検査)」に基づき実施するほか、次の事項に留意する。

ア 液石法第８３条に基づき、公正、公平な立入検査を実施する観点から、原則複数名により行
う。

イ 立入検査においては、経営者、業務主任者等から事業概要、実施・管理体制、販売及び保安
に対する考え方を聞くなど、保安意識や事業実態など全体像の把握に努める。特に、販売所の
所在地と一般消費者等、保安機関の所在地が乖離している場合には、液石法における登録行政

庁の考え方、複数の販売所における業務主任者兼務規定などを勘案し、いわゆる「遠隔地販売」
の状況を解消するよう適切な場所への販売所の設置等を指導する。
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ウ 立入検査に当たっては、帳簿や書類等を十分に確認するとともに、必要に応じ、検査表に記

載していない事項についても確認する。
エ 違反等の事例が発覚した場合は、是正指導するとともに、書面等により改善状況を必ず確認
する。また、必要に応じ、液石法第８２条による報告を徴収し、点検を行う。

オ 帳簿や書類等の虚偽記載など悪質な法令違反があった場合は、厳重に対処するとともに、改
善を要する事項について速やかに改善計画を策定させ、その実施状況を確認する。

カ バルク供給・充てん設備告示に基づく２０年検査時期を迎えるバルク供給設備が、今後増えて
いくことから、バルク貯槽及び附属機器の製造年月の把握など期限管理や検査計画の立案の状況
について確認する。

キ 制度改正について周知し、事業者においても関係団体が実施する講習会等に積極的に参加し、
知識の習得に努めるよう促す。

ク 保安業務のみならず取引の適正化に関する事項も検査対象であることから、１４条書面の記載

事項（規則第１３条）や販売の方法（規則第１６条）について確認し、違反がある場合は是正す
るよう指導する。

ケ 「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針」については、消費者等の関心が高いこと
から、履行状況を確認し、必要に応じ、遵守に努めるよう指導する。

５ 北海道エルピーガス災害対策協議会への協力

(一社)北海道ＬＰガス協会が平成２２年１月、道から「災害対策基本法」及び「武力攻撃事態
等における国民の保護のための措置に関する法律」の「指定地方公共機関」に指定され、当該災
害等発生時は「北海道ＬＰガス災害対策協議会」として活動することとなるが、道(経済部)とし
ても、協会が全道市町村との地域防災協定を締結していることから、同協議会の活動に対して、
ＬＰガス保安の観点から協力する。


